
 

 

Filename： 【交付】w10_メガトレンド_2009 

LastSave:10/23/2020 4:08:00 PM LastPrint：10/23/2020 4:09:00 PM 

size： 182*200  (仕上がりサイズ  ：上下48.52 左右13.99)

(裁ち落としサイズ：上下45.52 左右10.99)

アバディーン・スタンダード・インベストメンツ株式会社
〒100－0004 東京都千代田区大手町１－９－２
大手町フィナンシャルシティ グランキューブ ９階

お問い合わせ窓口 03－4578－2251 
(受付時間は営業日の午前９時から午後５時までです。)

インターネット・ホームページ 
http://www.aberdeenstandard.com/japan 

受益者のみなさまへ 
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上
げます。 
アバディーン・スタンダード・ジャパン・
オープン(愛称：メガトレンド)は、2020年
９月17日に第46期の決算を行いました。 
当ファンドは、日本株式を主要投資対象と
し、グローバルな視点に立って日本の株式市
場の大きな流れを捉え、企業訪問等を中心と
した徹底した調査・分析に基づき個別銘柄を
選別するボトムアップ・アプローチによるア
クティブ運用を行います。長期的な視野に立っ
た運用を基本とし、運用コストを低減した
ポートフォリオの構築を行いつつ長期的にベ
ンチマークを上回る投資成果を目指し、信託
財産の成長をはかることを目的とします。な
お、株式への投資には、制限を設けません。 
当期も方針に沿った運用を行いました。こ
こに運用経過等をご報告申し上げます。 
今後とも引続きお引立て賜りますようお願
い申し上げます。 
 

 

 
メ ガ ト レ ン ド 

アバディーン・スタンダード・ジャパン・オープン
 

追加型投信／国内／株式 
 
 

交付運用報告書 
第46期 

決算日：2020年９月17日

 
 

第46期末 
(2020年９月17日) 

基準価額 10,679円
純資産総額 3,062百万円

作成対象期間 
(2020年３月18日～2020年９月17日) 

騰落率 
(分配金(税引前)再投資後) 38.4％

分配金(税引前) ０円
(注) 騰落率は収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなし

て計算したものです。
 

 

  

当ファンドは、投資信託約款において運用報告書
(全体版)に記載すべき事項を、電磁的方法により
ご提供する旨を定めております。 
本書記載事項以外の詳細な内容を記載した運用
報告書(全体版)は当社ホームページ(右記アドレ
ス)でご覧いただけます。 
書面での交付をご希望の場合には、販売会社を通
じて交付いたします。 
 
右記ホームページの上部にある｢ファンド一覧｣
から、ページの中ほどにある｢ファンド関連資料｣
を選択することによりファンド名が表示され、当
ファンドの運用報告書(全体版)を閲覧およびダ
ウンロードすることができます。 
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● 運用経過 
 
当期中の基準価額等の推移について 

フ ァ ン ド 
当ファンドは第46期の決算を迎え、基準価額は前期末の7,714円から当期末には10,679円、値
上がり額は2,965円、当期の騰落率は38.4％の上昇となりました。 

ベンチマーク 
ベンチマークであるTOPIX(東証株価指数)の騰落率は29.2％の上昇となり、当ファンドの騰
落率はこれを9.2％上回りました。 

 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は、『ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)』です。 
ベンチマークは、期首の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 

第 46 期 首 7,714円 

第 46 期 末 10,679円(既払分配金(税引前)０円)

騰  落  率 38.4％(分配金(税引前)再投資ベース)

 

基準価額の主な変動要因 

上 昇 要 因 
旺盛な海外での需要に応える技術力ある銘柄への投資や、世界的な株価状況が日本市場でも
基準価額の上昇要因になりました。 

下 落 要 因 
｢ボトムアップ・アプローチ｣による銘柄選定を行いましたが、国内でシェアなどに強みのあ
る銘柄もコロナ影響で株価上昇が鈍り基準価額の低迷になりました。 
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１万口当たりの費用明細 

項    目 

第46期 

(2020年３月18日～2020年９月17日) 項目の概要 

金額 比率 

平 均 基 準 価 額 9,681円 － 期中の平均基準価額です。 

(a)信 託 報 酬 80円 0.827％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

(委 託 会 社) (  36) (0.372) 委託した資金の運用の対価 

(販 売 会 社) (  39) (0.403) 情報提供、各種書類の送付、口座内でのファンドの管理お
よび事務手続き等の対価 

(受 託 会 社) (   5) (0.052) 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

(b)売 買 委 託 手 数 料 1 0.010 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に
支払う手数料 

(株      式) (   1) (0.010)  

(c)そ の 他 費 用 1 0.010 その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

(監 査 費 用) (   1) (0.010) 監査費用は、監査法人に支払うファンド監査に係る費用 

合    計 82 0.847  

(注１) 費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。 
(注２) ｢比率｣欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
(注３) 項目毎に円未満は四捨五入し、単位未満は０円と表示しています。 
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(参考情報) 

総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額(原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を除

く。)を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額(１口当たり)を乗じた数で除した総経費率(年率)は1.67％です。 
 
 

 
 

(注１) 費用は､１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
(注２) 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
(注３) 各比率は、年率換算した値です。 
(注４) 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 

  

運用管理費用(販売会社) 

0.80％ 

運用管理費用(受託会社) 

0.10％ 

運用管理費用(投信会社)

0.74％ 

総経費率 

1.67  ％

その他費用 

0.02％ 
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最近５年間の基準価額等の推移について 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は、『ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)』です。 
ベンチマークは、2015年９月17日の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 
 

最近５年間の年間騰落率 

決 算 日 2015年９月17日 2016年９月20日 2017年９月19日 2018年９月18日 2019年９月17日 2020年９月17日

分配落ち基準価額 (円) 8,423 8,288 9,905 10,108 9,272 10,679

期間分配金合計(税引前)(円) － 0 0 0 0 0

分配金再投資基準価額騰落率 － △  1.6％ 19.5％ 2.0％ △  8.3％ 15.2％

ベ ン チ マ ー ク 騰 落 率 － △ 11.7％ 26.6％ 5.5％ △  8.3％ 1.5％

純 資 産 総 額(百万円) 8,511 6,901 5,061 4,202 3,324 3,062
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投資環境について 

2020年３月の日本株式市場は、世界的な新型コロナウイルスの感染拡大に歯止めがかからず、リスク回避姿勢

が一段と強まり大幅に下落しましたが、４月には日銀が27日の政策決定会合で追加金融緩和策を発表したことも

好感され反発となりました。５月は2020年１－３月期実質GDPは前期比▲0.9％と発表され２四半期連続のマイナ

ス成長となりましたが、緊急事態宣言を全国で解除したこと、世界の主要国での経済活動制限の緩和姿勢が強まっ

たことから早期景気回復期待が強まり引き続き上昇しました。６月は、日本国内でも第2波の警戒感が高まったこ

とから株式市場は方向感の定まらない相場展開となりました。７月も国内での新型コロナウイルスの感染拡大や

米中関係の悪化懸念が強まり弱含みとなりました。８月は反転上昇し、米国の追加経済対策期待を背景とした米

株高や、新型コロナウイルスのワクチン早期実現の報道などを好感しました。 

 

ポートフォリオについて 

当ファンドでは、不確実性の高い投資環境の中、ボトムアップ・アプローチによる銘柄選択においては、事業

環境の変化に柔軟に対応することで事業成長し企業ファンダメンタルの更なる向上が期待できる企業にフォーカ

スして、ポートフォリオの構築及びポートフォリオとしての｢クオリティ｣の向上に努めました。幅広い業種・セ

クターから銘柄選択を行い、各々の領域における、市場の規模・成長性や、競合対比の商品・サービス・技術等

の優位性の高さ、並びに先進的な経営姿勢等に着目した投資判断を行いました。 

新規組み入れ銘柄としては次の通りです。半導体セクターにおいては半導体高性能化の恩恵を受けると考えて

いる検査装置メーカーを組み入れました。製薬セクターでは２銘柄組み入れ、いずれも新薬を中心とした中長期

的な成長に期待しています。金融セクターでは｢保証｣を軸に事業展開する銘柄を組み入れました。業界における

大手プレイヤーとして今後の事業成長余地は大きく、また配当性向の引き上げによる株主還元の拡大にも期待し

ています。自動車セクターにおいて組み入れた自動車部品企業は、既存製品での高い競争力に加えて、今後の新

商品の投入により更なる成長が見込まれます。食品領域においては、ビール・飲料企業を組み入れ、買収した海

外企業とのシナジーの具現化とともに、コロナ後における国内市場での業績回復に期待しています。また、リテール

分野においては、既存の店舗形態における成長に加えて、新規店舗形態の展開による成長加速が期待できる衣料

品銘柄を組み入れました。 

一方で、事業環境の不透明感が高まった貸し会議室銘柄を全売却しました。また、食品銘柄の１社についても、

事業環境の不透明感が高まり割安感も薄れたことから全売却しました。 
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ベンチマークとの差異について 

ベンチマークであるTOPIX(東証株価指数)の騰落率

は29.2％の上昇となり、当ファンドの騰落率はこれを

9.2％上回りました。当期においてファンドのパフォー

マンスにプラスに寄与した銘柄は、 

■ 日本取引所グループ：東証、大阪取引所、日本証券

クリアリング機構を傘下とする持株会社で、2019年

秋には東京商品取引所を統合するなど業務を効率化

■ 日本ペイントホールディングス：総合塗料メーカー

大手で、自動車用・建築用など各種塗料やファイン

ケミカルを取り扱い、中国における旺盛な需要が追

い風となり増収 

 

一方でマイナスに寄与した銘柄は、 

■ 東京海上ホールディングス：メガ損保で首位級、東京海上日動が主体。資産運用収益の減少とコロナ影響で海外

における保険金支払増加により収益が低迷 

■ 東急不動産ホールディングス：東急系の総合不動産大手。渋谷を中心とする大型再開発プロジェクトの恩恵が期

待されるが、コロナ禍で小売等の非不動産賃貸事業が苦戦 

 
分配金について 

期末の基準価額の水準を勘案し、当期の収益分配を見送らせて頂きました。なお、収益分配に充てなかった利

益は信託財産に留保し、留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

分配原資の内訳 (単位:円･％、１万口当たり･税引前) 

項     目 
第46期 

(2020年３月18日～2020年９月17日) 

当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 4,047 
 
(注１) ｢当期の収益｣は｢経費控除後の配当等収益｣および｢経費控除後・繰越欠損補填後の売買益(含､評価益)｣から分配に充当した金額です｡また、

｢当期の収益以外｣は｢収益調整金｣および｢分配準備積立金｣から分配に充当した金額です。 

(注２) 円未満は切捨てており、｢当期の収益｣と｢当期の収益以外｣の合計が｢当期分配金｣(税引前)に合致しない場合があります。 

(注３) 当期分配金の｢対基準価額比率｣は当期分配金(税引前)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
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● 今後の運用方針について 
 

企業の成長性に着目して大型株から小型株まで幅広く投資機会を探り、企業訪問等を中心に徹底した調査・分

析に基づき個別銘柄を選別するボトムアップ・アプローチによるアクティブ運用を行ってまいります。 

 
 

● お知らせ 
 

該当事項はありません。 

 
 

● 当ファンドの概要 
 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

グローバルな視点に立って日本の株式市場の大きな流れを捉え、企業訪問等を中心とした徹

底した調査・分析に基づき個別銘柄を選別するボトムアップ・アプローチによるアクティブ

運用を行います。長期的な視野に立った運用を基本とし、運用コストを低減したポートフォ

リオの構築を行いつつ長期的にベンチマークを上回る投資成果を目指し、信託財産の成長を

はかることを目的とします。 

主 要 投 資 対 象 日本株式を主要投資対象とします。 

当 フ ァ ン ド の 

運 用 方 法 
株式への投資には、制限を設けません。 

分 配 方 針 

毎決算時(原則として毎年３月17日および９月17日)に、繰越分を含めた利子、配当収入およ

び売買益(評価益を含みます)の中から、基準価額の水準、市況動向などを勘案して決定しま

す。収益分配金は税金を差引いた後、自動けいぞく投資契約に基づいて自動的に無手数料で

全額再投資されます。 
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● 参考情報 
 
当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較 

 

＊ 2015年９月～2020年８月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の最大・最小・平均を、当ファンド及
び代表的な資産クラスについて表示し、当ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成し
たものです。全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。当ファンドの騰落率は、税引前の分
配金を再投資したとみなす分配金再投資基準価額により計算され、実際の基準価額に基づく騰落率とは異なる
場合があります。騰落率は直近月末から60ヵ月遡った算出結果であり、決算日に対応した数値とは異なります。 

 

＊各資産クラスの指数 

日本株・・・・東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)(配当込み) 

先進国株・・・ＭＳＣＩコクサイ・インデックス(配当込み、円換算ベース) 

新興国株・・・ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス(配当込み、円換算ベース) 

日本国債・・・ＦＴＳＥ日本国債インデックス 

先進国債・・・ＦＴＳＥ世界国債インデックス(除く日本・円ベース) 

新興国債・・・ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド(円ベース) 

注：海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。 
 
｢代表的な資産クラスとの騰落率の比較｣に用いた指数について 

■ ｢東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)｣に関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東京証券取引所はＴＯＰＩＸの

算出もしくは公表方法の変更、｢ＴＯＰＩＸ｣の算出もしくは公表の停止または｢ＴＯＰＩＸ｣の商標の変更もしくは使用の停止を行う

権利を有しています。 

■ ｢ＭＳＣＩコクサイ・インデックス｣および｢ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス｣は、MSCI Inc.が開発した指数です。

同指数に対する著作権、知的所有権、その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は同指数の内容を変更する

権利および公表を停止する権利を有しています。 

■ ｢ＦＴＳＥ日本国債インデックス｣および｢ＦＴＳＥ世界国債インデックス(除く日本・円ベース)｣は、FTSE Fixed Income LLCによ

り運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed 

Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。 

■ ｢ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド(円ベース)｣とは、J.P.Morgan Securities Inc.が算出し公表している

指数です。当指数の著作権は、J.P.Morgan Securities Inc.に帰属します。 
  

△ 22.4 △ 22.0 △ 17.5
△ 27.4

△ 4.3 △ 12.3 △ 17.4

21.6 
32.2 34.1 37.2 

10.1 11.4 
19.3 

3.0 4.2 6.6 3.2 1.9 0.7 0.3 

-150.0

-100.0

-50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

(％)

最大値
最小値
平均値

(2015年９月～2020年８月)



 

－ 9 － 

Filename： 【交付】w10_メガトレンド_2009 

LastSave:10/2/2020 1:24:00 PM LastPrint：10/2/2020 1:24:00 PM 

● ファンドのデータ 
 

当ファンドの組入資産の内容 
 
組入上位10銘柄 (組入銘柄数：49銘柄)

銘柄名 業種名 組入比率 

１ トヨタ自動車 輸送用機器 5.2％

２ 東京海上ホールディングス 保険業 4.9％

３ キーエンス 電気機器 4.8％

４ ソニー 電気機器 4.8％

５ 信越化学工業 化学 4.6％

６ ダイキン工業 機械 3.4％

７ ＨＯＹＡ 精密機器 3.3％

８ ナブテスコ 機械 3.3％

９ 日本ペイントホールディングス 化学 3.1％

10 中外製薬 医薬品 3.1％

 

種別配分等 

資産別配分  国別配分 通貨別配分 

 

 

(注１) 組入上位10銘柄、資産別・国別・通貨別配分の各データは当ファンドの直近の決算日である2020年９月17日現在のものです。 
(注２) 組入上位10銘柄、資産別・国別・通貨別配分の各比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
※組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書(全体版)でご覧いただけます。 

 

純資産等 

項    目 
第46期末 

(2020年９月17日) 

純資産総額 3,062,058,030円

受益権総口数 2,867,494,444口

１万口当たり基準価額 10,679円

(注) 当期における追加設定元本額は31,577,368円、同解約元本額は255,682,106円です。  

99.7％

0.3％

国内株式

その他

100.0％
日本

100.0％
日本円


